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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３．第58期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。  

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益額については、潜在株式が存在していないため記載して

おりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第58期

第２四半期連結
累計期間 

第59期
第２四半期連結

累計期間 
第58期

会計期間 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年
４月１日 

至平成23年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成23年 
３月31日 

売上高（千円）  5,202,459  5,889,372  11,541,243

経常利益（千円）  21,671  311,680  470,073

当期純利益又は四半期純損失(△)

（千円） 
 △27,108  △195,891  230,221

四半期包括利益又は包括利益 

（千円） 
 46,235  △142,152  245,523

純資産額（千円）  15,547,739  15,555,287  15,746,310

総資産額（千円）  16,984,094  17,116,470  17,529,029

１株当たり当期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）

（円） 

 △2.80  △20.22  23.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －

自己資本比率（％）  91.4  90.7  89.7

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 316,631  △1,069,596  1,075,469

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △157,973  △318,831  △311,786

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △148,826  △48,860  △149,596

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
 2,054,666  1,202,801  2,644,348

回次 
第58期

第２四半期連結
会計期間 

第59期
第２四半期連結

会計期間 

会計期間 

自平成22年
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成23年
７月１日 

至平成23年 
９月30日 

１株当たり四半期純損失金額

（△）（円） 
 △3.35  △29.33
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 当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

 当第２四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は、次のとおりです。 

 平成23年８月にミサワホーム株式会社との損害賠償請求訴訟について和解が成立したため、前事業年度の有価証券

報告書に記載した「（６）訴訟について」は消滅しております。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。 

  

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況 

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響による生産活動の停滞や個人消費の低

迷から徐々に持ち直してきてはおりますが、急激な円高の影響や世界経済の減速懸念等もあり、厳しい状況で推移

いたしました。 

当業界におきましては、震災による影響や住宅エコポイント制度の７月末終了等で、住宅投資意欲の低下が懸

念されましたが、住宅ローン減税及び住宅ローン「フラット３５Ｓ」の金利優遇政策等、政府の住宅取得支援策も

あり、需要は底堅く推移しました。 

 以上の結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は 百万円（前年同四半期比 ％増）、営業利益は 百

万円（前年同四半期は営業利益 百万円）、受取賃貸料 百万円、外貨建債権の時価評価にかかる為替換算差損

百万円等により、経常利益は 百万円（前年同四半期は経常利益 百万円）、訴訟関連損失 百万円等によ

り、四半期純損失は 百万円（前年同四半期は四半期純損失 百万円）となりました。 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

①木材関連事業 

木材関連事業におきましては、収納材を中心とした主要製品の拡販、新規需要の開拓等積極的な販売活動を

推進いたしました。製造部門では、前年度に引続き製品加工の集約化、効率化、内製化による生産体制の整備

を図ることによるコストダウンを実施いたしました。結果、売上高 百万円（前年同四半期比 ％増）、

セグメント利益は 百万円（前年同四半期はセグメント利益 百万円）となりました。 

②電線関連事業 

 電線関連事業におきましては、民間設備投資の減少、公共工事も引続き低迷し熾烈な受注競争が繰り広げら

れるなか、病院、学校、郊外ショッピングセンター等の物件をターゲットに販売活動を実施いたしました。結

果、売上高 百万円（前年同四半期比 ％増）、セグメント利益 百万円（前年同四半期はセグメント損

失 百万円）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結累計期間における当社グループの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、訴訟関連

損失、たな卸資産の増加などから前連結会計年度末に比べ 百万円減少し、当第２四半期連結会計期間末に

は、 百万円となりました。 

 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、減少した資金は 百万円（前年同四半期は 百万円の増加）となりました。 

 これは、主に減少要因として、訴訟関連損失による支出 百万円、たな卸資産の増加 百万円、仕入債務の

減少 百万円、また、増加要因としては、減価償却費 百万円、差入保証金の減少 百万円等によるものであ

ります。 

２【事業の内容】

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

5,889 13.2 450

10 48

183 311 21 645

195 27

4,977 9.0

436 23

911 43.1 13

13

1,441

1,202

1,069 316

645 617

224 168 61
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、支出した資金は 百万円（前年同四半期 ％増）となりました。 

 これは、主に有形固定資産の取得による支出 百万円、無形固定資産の取得による支出 百万円等によるも

のであります。  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、支出した資金は 百万円（前年同四半期 ％減）となりました。 

 これは、主に配当金の支払額 百万円等によるものであります。  

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4) 研究開発活動 

 当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。 

 なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 当第２四半期連結累計期間において、当社グループの経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はありま

せん。  

318 101.8

141 186

48 67.2

48

26
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。 

  

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  20,000,000

計  20,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成23年11月14日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  10,095,800  10,095,800
大阪証券取引所 

市場第二部 

単元株式数 

1,000株  

計  10,095,800  10,095,800 － － 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成23年７月１日～ 

平成23年９月30日 
 －  10,095,800  －  2,121,000  －  1,865,920
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(6) 【大株主の状況】

  平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％） 

南海興産株式会社 香川県高松市常磐町２丁目１３番地４  2,943  29.15

財団法人南海育英会 香川県高松市常磐町２丁目１３番地４  1,554  15.39

SIX SIS LTD. BASLERSTRASSE 100．CH-4600 OLTEN SWITZERLAND  657  6.50

（常任代理人 三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行 本店） 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）   

株式会社百十四銀行 香川県高松市亀井町５番地の１  467  4.63

南海プライウッド株式会社 香川県高松市松福町１丁目１５－１０  406  4.03

丸山 修 香川県高松市  344  3.41

株式会社愛媛銀行 愛媛県松山市勝山町２丁目１  243  2.40

CLARIDEN LEU LTD P.O.BOX CH-8070 ZURICH SWITZERLAND  179  1.77

（常任代理人 三菱東京ＵＦ

Ｊ銀行 本店） 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）   

南海プライウッド従業員持株

会 
香川県高松市松福町１丁目１５番１０号  149  1.48

SOCIETE GENERALE NRA NODTT 
SOCIETE GENERALE 29 BOULEVARD HAUSSMANNPARIS -

 FRANCE 
 136  1.34

（常任代理人 香港上海銀行

東京支店） 
（東京都中央区日本橋九丁目11番１号）   

計 －  7,081  70.13
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①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。 

（1）新任役員 

（注）１．常勤監査役田井雅士氏の逝去（平成23年７月21日）に伴い、高松地方裁判所へ仮監査役として秋山二郎氏

選任の申請を行い、平成23年９月１日付で高松地方裁判所から申請内容を認める旨の決定通知を受け、仮

監査役として同氏が就任いたしました。 

２．仮監査役の任期は後任常勤監査役が選任されるまでの間となりますが、仮監査役秋山二郎氏は平成24年６

月下旬開催予定の当社第59回定時株主総会において、常勤監査役候補者として推薦される予定でありま

す。  

   

（2）退任役員 

（注）死亡によるものであります。 

  

(7) 【議決権の状況】

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式       406,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式     9,545,000  9,545 － 

単元未満株式 普通株式     144,800 － 
一単元（1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数            10,095,800 － － 

総株主の議決権 －  9,545 － 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

南海プライウッド㈱ 
香川県高松市松福町

１丁目１５－１０ 
 406,000  －  406,000  4.02

計 －  406,000  －  406,000  4.02

２【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数
（千株） 就任年月日

常勤監査役 
（仮監査役） 

（注）１  
  秋山 二郎 

昭和23年 
12月14日生 

昭和47年４月 株式会社百十四銀行入社

平成７年７月 同社加古川支店副支店長

平成15年２月 同社内海支店支店長

平成16年２月 株式会社大屋根利器製作所出向

平成17年７月 四国興業株式会社出向

平成23年９月 当社仮監査役就任（現任）

（注）２  －
平成23年

９月１日 

役名 職名 氏名 退任年月日 

常勤監査役 － 田井 雅士 平成23年７月21日 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平

成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、西日本監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,651,851 1,204,804

受取手形及び売掛金 4,337,414 4,462,740

商品及び製品 701,782 734,290

仕掛品 550,073 808,024

原材料及び貯蔵品 882,433 1,201,911

その他 242,960 418,711

貸倒引当金 △8,364 △9,661

流動資産合計 9,358,152 8,820,822

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 5,436,255 5,301,131

減価償却累計額 △4,173,329 △4,088,338

建物及び構築物（純額） 1,262,926 1,212,792

機械装置及び運搬具 6,645,001 6,637,566

減価償却累計額 △6,160,474 △6,197,256

機械装置及び運搬具（純額） 484,527 440,309

工具、器具及び備品 380,760 388,203

減価償却累計額 △341,539 △346,471

工具、器具及び備品（純額） 39,220 41,731

土地 3,918,461 3,916,565

建設仮勘定 564 49,517

その他 － 22,880

有形固定資産合計 5,705,699 5,683,796

無形固定資産   

その他 209,191 427,452

無形固定資産合計 209,191 427,452

投資その他の資産   

投資有価証券 532,827 570,018

投資不動産 1,606,446 1,616,934

減価償却累計額 △533,852 △543,795

投資不動産（純額） 1,072,593 1,073,138

その他 712,111 602,501

貸倒引当金 △61,547 △61,259

投資その他の資産合計 2,255,985 2,184,398

固定資産合計 8,170,877 8,295,648

資産合計 17,529,029 17,116,470
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 984,382 758,203

未払金 229,609 323,288

未払費用 70,425 76,206

未払法人税等 148,679 24,352

未払消費税等 73,465 45,067

賞与引当金 121,281 136,398

環境対策引当金 4,708 4,708

資産除去債務 － 12,260

デリバティブ債務 － 15,439

その他 18,787 49,490

流動負債合計 1,651,338 1,445,415

固定負債   

退職給付引当金 79,124 81,696

役員退職慰労引当金 10,140 10,140

資産除去債務 12,226 －

その他 29,889 23,930

固定負債合計 131,380 115,767

負債合計 1,782,718 1,561,183

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,121,000 2,121,000

資本剰余金 1,865,920 1,865,920

利益剰余金 12,015,357 11,771,015

自己株式 △129,080 △129,500

株主資本合計 15,873,197 15,628,434

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △35,222 △12,937

繰延ヘッジ損益 18,946 △9,248

為替換算調整勘定 △134,718 △80,464

その他の包括利益累計額合計 △150,994 △102,651

少数株主持分 24,108 29,503

純資産合計 15,746,310 15,555,287

負債純資産合計 17,529,029 17,116,470

2011/11/15 11:25:3411775276_第２四半期報告書_20111115112520

- 9 -



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

売上高 5,202,459 5,889,372

売上原価 3,522,382 3,784,388

売上総利益 1,680,076 2,104,983

販売費及び一般管理費   

発送運賃 386,444 393,720

報酬及び給料手当 479,291 498,926

賞与引当金繰入額 59,443 70,164

退職給付費用 18,230 35,095

その他 726,256 656,352

販売費及び一般管理費合計 1,669,666 1,654,259

営業利益 10,410 450,723

営業外収益   

受取利息 8,724 8,976

受取配当金 5,204 5,494

受取賃貸料 45,899 48,346

その他 18,215 15,030

営業外収益合計 78,043 77,848

営業外費用   

支払利息 430 －

持分法による投資損失 17,536 194

為替差損 48,532 183,843

賃貸費用 － 27,782

その他 282 5,072

営業外費用合計 66,782 216,892

経常利益 21,671 311,680

特別利益   

固定資産売却益 5,844 21,384

貸倒引当金戻入額 11,400 －

特別利益合計 17,244 21,384

特別損失   

固定資産売却損 18 －

固定資産除却損 264 12,678

訴訟関連損失 10,500 645,000

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 11,602 －

その他 5,508 －

特別損失合計 27,893 657,678

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

11,021 △324,613

法人税、住民税及び事業税 33,731 26,764

法人税等調整額 7,400 △158,060

法人税等合計 41,132 △131,295

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △30,110 △193,317

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3,001 2,574

四半期純損失（△） △27,108 △195,891
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △30,110 △193,317

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △39,991 22,284

繰延ヘッジ損益 30,108 △28,194

為替換算調整勘定 86,228 57,074

その他の包括利益合計 76,345 51,164

四半期包括利益 46,235 △142,152

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 59,002 △147,548

少数株主に係る四半期包括利益 △12,767 5,395
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 

 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

11,021 △324,613

減価償却費 190,030 168,879

賞与引当金の増減額（△は減少） 23,033 15,117

退職給付引当金の増減額（△は減少） △10,801 2,727

前払年金費用の増減額（△は増加） 40,411 40,226

受取利息及び受取配当金 △13,929 △14,470

支払利息 430 －

為替差損益（△は益） 1,790 759

持分法による投資損益（△は益） 17,536 194

有形固定資産売却損益（△は益） △5,826 △21,384

固定資産除却損 264 12,678

訴訟関連損失 10,500 645,000

売上債権の増減額（△は増加） △14,905 △118,447

たな卸資産の増減額（△は増加） 299,923 △617,191

仕入債務の増減額（△は減少） △232,232 △224,607

差入保証金の増減額（△は増加） △6,260 61,037

その他 23,448 83,233

小計 334,435 △290,861

利息及び配当金の受取額 14,363 14,241

利息の支払額 △648 －

訴訟関連損失の支払額 △10,500 △645,000

法人税等の支払額 △21,019 △147,976

営業活動によるキャッシュ・フロー 316,631 △1,069,596

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △3,602 △500

定期預金の払戻による収入 6,000 6,000

有形固定資産の取得による支出 △78,530 △141,991

有形固定資産の売却による収入 11,738 38,670

無形固定資産の取得による支出 △48,564 △186,650

短期貸付けによる支出 △60,000 －

短期貸付金の回収による収入 190,000 －

長期貸付けによる支出 △330,000 △20,000

長期貸付金の回収による収入 155,050 6,000

投資不動産の取得による支出 － △10,719

その他 △64 △9,640

投資活動によるキャッシュ・フロー △157,973 △318,831

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 －

自己株式の取得による支出 △406 △420

配当金の支払額 △48,420 △48,439

財務活動によるキャッシュ・フロー △148,826 △48,860

現金及び現金同等物に係る換算差額 △17,945 △4,259

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,114 △1,441,546

現金及び現金同等物の期首残高 2,062,780 2,644,348

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,054,666 ※  1,202,801
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

   

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 

 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の

訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計

基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

 １．偶発債務 

 当社製品の補償についてミサワホーム株式会社より

契約不履行として平成17年５月12日に 千円（第

一次訴訟）、平成19年６月４日に 千円（第二

次訴訟）の損害賠償請求訴訟を提起され、現在第一次

訴訟、第二次訴訟ともに係争中であります。また、平

成20年４月17日にミサワホーム株式会社より第二次訴

訟の請求額を 千円とする請求拡張の申立て

が、平成20年５月19日には第一次訴訟の請求額を

千円に減縮する申立てが行われております。こ

れに関連して当社はクレーム補償工事代金として、大

日本印刷株式会社へ第一次訴訟及び第二次訴訟と同額

の損害賠償請求を東京地方裁判所へ提訴しました。 

 平成21年12月17日に東京地方裁判所より、ミサワホ

ーム株式会社に対し、 千円の支払いを命ずる第

一次訴訟の判決の言い渡しを受けました。当社といた

しましては、速やかに東京高等裁判所へ控訴の手続を

行い、本判決の是正を求めていく方針であります。 

 また、同時に東京地方裁判所は、第一次訴訟で大日

本印刷株式会社の全面的な瑕疵を認め、損害賠償金額

千円の金額を大日本印刷株式会社の負担とする

判決を下しております。これに伴い当社はミサワホー

ム株式会社より拡張請求されている損害賠償金額を、

大日本印刷株式会社へ拡張請求することといたしまし

た。 

 なお、当連結会計年度において請求拡張の申立てを

受けた 千円（第一次請求拡張、平成20年４

月17日）に対する一部弁済として、特別損失 千

円を計上しております。 

3,245

594,649

2,430,834

1,964

1,964

3,274

2,430,834

10,000

 １．        ──────  
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前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当第２四半期連結会計期間 
（平成23年９月30日） 

 さらに、平成22年８月３日に請求拡張の申立てとし

て 千円から 千円へ増額する第二次

請求拡張を受けました。この申立ての請求拡張は、第

一次請求拡張以降ミサワホーム株式会社が補修工事対

応を進めており、平成22年２月28日時点での補修工事

対応状況を反映した損害賠償の請求であります。しか

しながら、平成22年９月14日にミサワホーム株式会社

作成の対象物件のリストに誤りがあった等の理由によ

り、損害賠償請求額を 千円とする減縮申立

てを受けました。 

 平成23年３月３日に東京地方裁判所より、ミサワホ

ーム株式会社に対し、 千円の支払いを命ず

る第二次訴訟の判決の言い渡しを受けました。この判

決は、上記の減縮された損害賠償請求額 千

円の内、顕在化したものの一部が対象となり、将来請

求分等の予備的請求を棄却されたものとなっておりま

す。 

 当社といたしましては、速やかに東京高等裁判所へ

控訴の手続を行い、本判決の是正を求めていく方針で

あります。 

 また、同時に東京地方裁判所は、第二次訴訟で大日

本印刷株式会社の全面的な瑕疵を認め、損害賠償金額

千円の全額と 当連結会計年度に行った一

部弁済の 千円を大日本印刷株式会社の負担とす

る判決を下しております。 

 なお、これらの訴訟の結果を現時点で予測すること

はできません。  

2,430,834 2,491,767

2,467,490

1,234,477

2,467,490

1,234,477

10,000

  

 ２．受取手形割引高 50,000千円  ２．受取手形割引高 30,000千円 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年９月30日現在）

  

  （千円）

現金及び預金勘定 2,062,675

預入期間が３か月を超える定期預金 △8,008

現金及び現金同等物 2,054,666

  （千円）

現金及び預金勘定 1,204,804

預入期間が３か月を超える定期預金 △2,002

現金及び現金同等物 1,202,801
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

配当金支払額 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 

配当金支払額 

  

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 （注）セグメント利益又は損失の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

   

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。 

  

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自平成23年４月１日 至平成23年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

 （注）セグメント利益の合計額は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

   

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報  

 該当事項はありません。  

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額
１株当たり配
当額 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年５月６日 

取締役会 
普通株式 千円 48,469 円 5 平成22年３月31日 平成22年６月25日 利益剰余金 

  
（決議） 

株式の種類 配当金の総額
１株当たり配
当額 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年５月11日 

取締役会 
普通株式 千円 48,450 円 5 平成23年３月31日 平成23年６月24日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  （単位：千円）

  木材関連事業 電線関連事業 合計 調整額 
四半期連結損
益計算書計上
額（注） 

売上高           

外部顧客への売上高  4,565,498  636,960  5,202,459  －  5,202,459

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

 －  2,641  2,641  △2,641  －

計  4,565,498  639,602  5,205,101  △2,641  5,202,459

セグメント利益又は損失

（△） 
 23,594  △13,183  10,410  －  10,410

  （単位：千円）

  木材関連事業 電線関連事業 合計 調整額 
四半期連結損
益計算書計上
額（注） 

売上高           

外部顧客への売上高  4,977,669  911,702  5,889,372  －  5,889,372

セグメント間の内部売
上高又は振替高 

 －  4,249  4,249  △4,249  －

計  4,977,669  915,951  5,893,621  △4,249  5,889,372

セグメント利益  436,829  13,894  450,723  －  450,723
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 １株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

 該当事項はありません。    

  

該当事項はありません。 

   

（１株当たり情報）

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 円 銭 2 80 円 銭 20 22

（算定上の基礎）     

四半期純損失金額（千円）  27,108  195,891

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（千円）  27,108  195,891

普通株式の期中平均株式数（千株）  9,693  9,689

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月11日

南海プライウッド株式会社 

取締役会 御中 

西日本監査法人 

  
代表社員
業務執行社員   

公認会計士 梶 田  滋    印 

  業務執行社員   公認会計士 山 内 重 樹   印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている南海プライウッ

ド株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日

から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、南海プライウッド株式会社及び連結子会社の平成23年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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